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１．はじめに 

特定技術分野の定期的なウォッチや競合他社の動向などは予め定めた検索式を元に

SDI などとして各社とも実施していることと思います。そのような中で特定の会社の出

願がこのところ急激に減少している、あるいは逆に全く見たことも聞いたこともない会

社からの出願が急激に増加していたりすることもあります。 
当該事業から撤退したのか、はたまた事業単位で他社に譲渡あるいは事業分離して社

名が変更になったのか、気になるところです。社名が変更になっていれば、あるいは新

規会社の出現などがあれば SDI の検索式の修正も必要になります。 
 
1999年に日本電気と日立製作所のDRAM 事業部門を統合して NEC日立メモリ株式

会社が設立され、翌年エルピーダメモリに社名変更し、2003 年には三菱電機の DRAM
事業も合体して DRAM 専業メーカーとして華々しいスタートをきりました。しかし、

2012 年には経営破綻に陥り、2013 年にマイクロン・テクノロジー社（アメリカ）の子

会社としてマイクロンメモリジャパンとなりました。 
 
このような典型的な事業の変遷はまだ記憶に新しいところです。M&A などは欧米の

話とばかり思っていたらいつの間にか日本でも起こっているのです。また、このような

M&A による社名変更ばかりではなく、日本においても 2000 年以降はあちこちの会社

の社名変更が頻繁となっています。 
 
その内のいくつかは旧社名の英名表記の頭文字を略称した会社名（東洋陶器が TOTO

株式会社、石川島播磨重工業が株式会社 IHI、旭硝子株式会社が AGC 株式会社など）

や単に旧社名を簡略化したような社名（呉羽化学工業が株式会社呉羽や電気化学工業が

デンカ株式会社、森精機製作所が DMG 森精機など）に変更したりするものもあります

が、これらは旧社名からほぼ想像できる社名でもあります。 
 
しかし、旧社名からは想像もできないような会社名に変更になっている場合には各社

ホームページや WEB などから会社の沿革などを確認するまでは気がつきません。山之

内製薬と藤沢薬品工業が合併してアステラス製薬となりましたが、これなどはまさにそ

の 1 つです。富士重工業が株式会社 SUBARU と商標名を採用するなどもそうです。 
 
 



 そこで本稿では、このような日本特許出願人の社名変更がどのような中国語（簡体字）

で出願されているかを確認したいと思います。もちろん、日本の出願人だけでなく欧米

や中国の出願人の社名変更なども当然ありますが、その社名変更を確認する資料が手元

にありませんので、まずは日本取引所グループの商号変更会社一覧 1)（2005 年以降に

商号変更を行なった上場会社）を元に中国に出願している日本企業の簡体字表記を確認

してみました。 
 
２．社名変更のあった中国に出願している日本出願人の簡体字表記 
 上記資料に基づき、2005 年以降、社名変更のあった各社について（網羅した訳では

ありませんが）、表 1 に簡体字表記と英表記で新旧社名を示しました。 
表の最左列には社名変更のあった年月を表示し、上段が旧社名、下段が新社名です。

また、旧社名からは予想もできない新社名についてはマーキングしました。 
 
 簡体字表記および英表記の法人格については、「株式会社」や「CORPORATION」

などを付与しないと関連会社などグループ企業も拾ってしまう場合には法人格を付与

しました。 
 CORPORATION については、〇〇 CORPORATION とフルスペルの法人格〇〇 
CORP.のように略された表記の法人格が混在することもあるために「CORP*」のよう

に前方一致のトランケーションを用いて表記しています。 
 英表記については若干の異表記も存在しますが無視しています。 
 

表１－１．社名変更前後の中国簡体字表記 

 
NEC ELECTRONICS と英語検索すると「上海华虹 NEC电子」、「上海华虹宏力半导

体」、「日电（中国）」なども拾ってしまいます。 

 
 



表１－２．社名変更前後の中国簡体字表記 

 
注*1：日本では、2008/10、松下電器産業⇒パナソニックに変更となりましたが、中国

では 2022 年出願まで「松下电器产业」としての出願が存在し、松下知识产权经营

(PANASONIC  INTELLECTUAL PROPERTY MANAGEMENT)としての出願も

2010 年から始まっています。したがって、2014/9 の社名変更時期と出願人名の変更は

関係なさそうです。 
尚、松下控股(PANASONIC HOLDINGS)として 2018 年以降、松下知识产权经营とは

別に 156 件の出願があるので(2024/2 現在)、これも異表記として加えたほうが良さそう

です。 
 
注*2：日本バルカー工業(日本华尔卡工业)は旧社名の英異表記として NIHON VALQUA 
KOGYO(2003 年～2017 年まで 27 件), NIPPON VALQUA INDUSTRIES(2007 年～

2017 年まで 26 件)が２種存在します。一般に他の出願人についても「日本」と付く社

名では「NIHON」「NIPPON」の両英表記を考慮して検索する必要があります。 
 
注*3：2019/1 に社名変更しているアルプスアルパインは旧社名で以下の表記の出願が

存在します。いずれも出願年。 

 



注*4：2019/1 に社名変更している藤倉ゴム工業も新社名での出願(株式会社藤仓

(FUJIKURA LTD))は 1998 年から始まっていますのでここでも社名変更時期と出願人

名の変更は関係なさそうです。 
また、藤仓复合材料(FUJIKURA COMPOSITES or FUJIKURA RUBBER)としての出

願が 2017 年～2021 年出願まで存在します。これも株式会社藤仓に加えたほうがよさ

そうです。 
 

表１－３．社名変更前後の中国簡体字表記 

 
注*5： 
日本电产株式会社の英異表記 
 NIHON DENSAN 2000 年～2018 年出願 
 NIDEC CORP 2003 年～2023 年出願・・社名変更前の時代から NIDEC の表記 
 
注*6：2023/4 昭和电工(SHOWA DENKO)が昭和电工材料(旧日立化成)と合体して英社

名を「RESONAC」としたようですが、中国語も英名も予想ができません。 
 
３．社名変更前後の出願推移 
 ここで紹介しました社名変更時期は、あくまでも日本の証券取引所における商号変更

時期ですので中国における特許出願とは直接リンクしているものではありませんが、お

およその会社は社名変更時期に新旧社名がクロスしていることがわかります。 
 
 いくつかの社名変更出願人については、新社名による出願が社名変更前から始まって

いるようですが、その状況を出願年基準での公開特許の出願推移として表２に示しまし

た。 
 
 
 



表２－１．社名変更前後における出願状況（公開特許） 

 
 
注*1：PANASONIC については社名変更の 2015 年以降も旧社名である「松下电器产

业」として出願が続いているようです。その状況を下表に示しました。 

 
2021 年以降の出願は極端に少ないように見えますが、これは出願年基準での収録な

ので、約 2年ほどのタイムラグで追加収録されるものと思います。 

 

出願年基準の収録数は現時点で公開になっていないものが順次公開される結果、収録

数が増えますので留意が必要です。したがって、2023 年出願がゼロ件でも年末には収

録数としてカウントできることもあります。 
 

表２－２．社名変更前後における出願状況（公開特許） 

 
 
 
 



表２－３．昨年の社名変更（公開特許） 

 
 
 尚、社名変更して付与された中国語簡体字のデータベース上の英訳は、中国語は新社

名でもしばらくは旧社名の英表記と混在の状況のものも多い（表３）。 
 表３は上段が社名変更後の中国語表記で英訳が旧社名のもの、下段が中国語、英訳共

に新社名のもの。 
 

表３．社名変更後も旧社名の英訳が付与されている例 

 
 
４．まとめ 
 いずれにしても先行技術調査や無効化資料調査では、中国語異表記および英語異表記

を網羅して検索することになりますが、最新情報を定期的に研究現場などに届けている

SDI などでは特に競合他社や関連分野での社名変更にも気配りして（今回は本体企業の

社名変更について議論しましたが）検索式を修正し、配信することが重要です。 
 したがって、日本だけでなく欧米や中国など東アジアの動向も見据えて、日ごろから

各社ホームページの他、業界の動向もウォッチし、出願人辞書として整理しておくこと

も肝要です。 
 本稿では、証券取引所の商号変更時期を元に出願状況を紹介しましたが、特許出願時

期とは直接関係ないようにも見えます。 
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